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（単位：百万円）

8,696 21,562 12,866 ○ 平成28年伊勢志摩サミット警戒警備等

の実施 15,655 （ 3,706 ）

(2,556)

○ 国際テロ情勢等を踏まえたテロ対策の

推進 2,927 （ 1,739 ）

○ 大規模災害対策の推進

1,551 （ 2,074 ）

2,188 2,498 310 ○ 対処能力の向上

1,829 （ 1,270 ）

(554)

○ 教養・訓練の充実・強化

222 （ 366 ）

○ 新技術に関する研究の推進

24 （ 136 ）

○ 官民連携の推進

385 （ 372 ）

○ 国際連携の推進

38 （ 44 ）

10,857 12,897 2,040 ○ ＤＮＡ型鑑定の推進

4,075 （ 3,550 ）

(1,819)

○ 第一線警察における科学捜査力

の強化 1,124 （ － ）

27年度
予算額

平成28年度警察庁予算概算要求の概要

主　な　内　容増△減額

テロ対策と大規模
災害対策の推進

区         分

第１

28年度
要求・要望額

第２

第３

サイバー空間の脅
威への対処

客観証拠重視の捜
査のための基盤整
備

うち優先課題推進枠

うち優先課題推進枠

うち優先課題推進枠

27年度予算額 28年度要求・要望額 増△減額

321,551百万円　 343,470百万円　 21,919百万円　

うち　優先課題推進枠 －　 25,359百万円　 －　

うち　交付税特会繰入れ 67,348百万円　 64,577百万円　 △ 2,771百万円　

東日本大震災復興特別会計 1,964百万円　 1,486百万円　 △ 478百万円　

合　　　　計 323,515百万円　 344,956百万円　 21,441百万円　

一 般 会 計
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（単位：百万円）

27年度
予算額

主　な　内　容増△減額区         分
28年度

要求・要望額

○ 警察における適正な死体取扱業務

の推進 2,811 （ 2,736 ）

○ 捜査手法、取調べの高度化の推進

540 （ 293 ）

○ 科学警察研究所における研究・鑑定

基盤の整備

1,047 （ 1,096 ）

3,998 4,674 676 ○ 総合的な暴力団対策の推進

150 （ 166 ）

(684)

○ 危険ドラッグを含む総合的な薬物事犯

対策の推進 1,069 （ 361 ）

○ 来日外国人犯罪対策の推進

1,659 （ 1,685 ）

○ 犯罪収益移転防止対策の推進

47 （ 58 ）

3,612 3,496 △116 ○ 子供や女性を犯罪から守るための

施策の推進 580 （ 601 ）

○ 特殊詐欺対策の推進

103 （ 118 ）

○ 犯罪被害者への支援

2,260 （ 2,313 ）

20,184 20,595 411 ○ 安全・円滑な交通環境の整備

18,808 （ 18,392 ）

(2,289)

○ 交通指導取締り・事故事件捜査力

の充実 1,648 （ 1,652 ）

○ 交通安全施策の高度化の推進

108 （ 112 ）

安全かつ快適な交
通の確保

第６

生活の安全を脅か
す犯罪対策の推進

第５

第４ 組織犯罪対策の推
進

うち優先課題推進枠

うち優先課題推進枠
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（単位：百万円）

27年度
予算額

主　な　内　容増△減額区         分
28年度

要求・要望額

33,405 42,384 8,979 

(17,457)

1 460 670 210 ○ 地方警察官の増員

増員数 994人

○ 国家公務員の増員

増員数 172人

32,945 41,714 8,769 ○ 現場執行力の強化

12,797 （ 9,431 ）

○ 警察情報通信基盤の整備充実

10,442 （ 5,835 ）

○ 警察活動の拠点施設の整備

17,110 （ 15,948 ）

1,964 1,486 △478 ○ 災害警備活動の実施

725 （ 763 ）

○ 災害復旧事業の実施

209 （ 747 ）

○ 被災地の安全確保に向けた

取組の推進 552 （ 454 ）

第９ その他 238,611 235,364 △3,247 ○ 人件費（国費）

88,786 （ 88,723 ）

○ 活動経費

10,811 （ 11,035 ）

○ 警察電話専用料

4,065 （ 4,211 ）

○ 教養経費

5,115 （ 5,140 ）

○ 補助金（活動経費、車両等維持費等）

25,766 （ 25,703 ）

○ 交付税特会繰入れ

64,577 （ 67,348 ）

323,515 344,956 21,441合　　　　計

2

警察基盤の充実強
化

装備資機材・警
察施設の整備
充実

人的基盤の充
実強化

東日本大震災から
の復旧・復興の支
援

第７

第８

うち優先課題推進枠
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〔単位：百万円〕

第１ テロ対策と大規模災害対策の推進 21,562（ 8,696）

（うち要望 2,556）

世界各地でテロ事件が相次いで発生するなど、現下の国際テロ情勢
は厳しい状況にあり、特に平成27年１月及び２月にはシリアにおいて
邦人殺害テロ事件が発生し、ＩＳＩＬ（いわゆる「イスラム国」）が
邦人を標的とするテロを警告するなど、我が国に対するテロの脅威が
現実のものとなっている。また、我が国を取り巻く東アジア情勢は予
断を許さない情勢が続いている。このような中、平成28年伊勢志摩サ
ミットや平成32年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の我が
国における開催を見据え、テロの未然防止及びテロへの対処体制の強
化に向けた取組を推進する。
また、今後、南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の大規模災害の

発生が懸念されていることから、災害警備用資機材の整備充実等によ
り、対処能力の向上を図る。

・ 平成28年伊勢志摩サミット警戒警備等の実施 15,655（ 3,706）

伊勢志摩サミットにおける警戒警備の実施及び警戒警備に必要な装備資

機材、交通規制用資機材及び通信機器等を整備

・ 国際テロ情勢等を踏まえたテロ対策の推進 2,927（ 1,739）

「警察庁国際テロ対策強化要綱」に基づき、国内外における情報収集・

分析、警戒警備、テロの未然防止及びテロへの対処体制の強化等のテロ対

策の強化を推進

・ 大規模災害対策の推進 1,551（ 2,074）

大規模災害に係る危機管理体制の強化に向け、災害警備用資機材及び情

報通信基盤を整備するとともに、災害警備活動等の拠点となる警察署の耐

震改修を推進
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〔単位：百万円〕

第２ サイバー空間の脅威への対処 2,498（ 2,188）
（うち要望 554）

違法情報・有害情報の拡散に加え、インターネットバンキングに係
る不正送金事犯等のサイバー犯罪や我が国の政府機関、民間事業者等
を狙ったサイバー攻撃が多発するなど、サイバー空間の脅威は深刻化
している。
こうしたサイバー空間の脅威に的確に対処するため、警察組織にお

ける総合力を発揮した効果的な対策を推進するとともに、官民連携や
国際連携を推進する。

・ 対処能力の向上 1,829（ 1,270）

高度化・複雑化するサイバー犯罪・サイバー攻撃に的確に対処するた

め、捜査・分析用資機材及び、技術的な支援に係る情報技術解析用資機材

の整備等を実施

・ 教養・訓練の充実・強化 222（ 366）

捜査員・解析担当職員の捜査力・解析力の向上を図るため、各種教養・

訓練等を実施

・ 新技術に関する研究の推進 24（ 136）

高度化・複雑化するサイバー犯罪・サイバー攻撃に的確に対処するた

め、犯罪予防・捜査等を効果的・効率的に推進するための新たな手法等の

研究を推進

・ 官民連携の推進 385（ 372）

民間事業者等の知見を活用するため、ＪＣ３（日本版ＮＣＦＴＡ）への

参画など、民間との情報共有の推進等を実施

・ 国際連携の推進 38（ 44）

国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃に効果的に対処する

ため、外国捜査機関等との情報共有を推進するとともに、海外へ連絡担当

官を派遣
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〔単位：百万円〕

第３ 客観証拠重視の捜査のための基盤整備
12,897（ 10,857）

（うち要望 1,819）

犯罪の高度化・複雑化、裁判員制度の導入等により犯罪の立証におけ
る客観証拠の重要性が高まる中、ＤＮＡ型鑑定の一層の強化及び第一線
警察における科学捜査力の充実を図る。
また、警察における適正な死体取扱業務を推進するとともに、捜査手

法、取調べの高度化を図る。

・ ＤＮＡ型鑑定の推進 4,075（ 3,550）

極めて高い精度で個人識別を行うことを可能とするＤＮＡ型鑑定を推進

・ 第一線警察における科学捜査力の強化 1,124（ - ）

科学捜査力の一層の高度化を図るため、鑑識・鑑定資機材を整備

・ 警察における適正な死体取扱業務の推進 2,811（ 2,736）

警察における適正な死体取扱業務を推進するため、検視、司法解剖等を

実施

・ 捜査手法、取調べの高度化の推進 540（ 293）

刑事訴訟法等の改正に的確に対応するため、取調べの録音・録画装置等

必要な装置を整備するほか、取調べ技術の向上に資するための教養等を実

施

・ 科学警察研究所における研究・鑑定基盤の整備
1,047（ 1,096）

犯罪の捜査及び防止に関する科学技術の研究及び開発や事件・事故に関

する鑑定に必要とされる基盤を整備
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〔単位：百万円〕

第４ 組織犯罪対策の推進 4,674（ 3,998）

（うち要望 684）

近年、暴力団の意に沿わない事業者に対する襲撃事件や暴力団同士
の対立抗争が発生しているほか、危険ドラッグの流通、覚醒剤密輸入
事犯における仕出地の多様化、犯罪のグローバル化や犯罪インフラ
の利用が進んでいる。こうした厳しい組織犯罪情勢を踏まえ、暴力
団を始めとする犯罪組織の弱体化・壊滅に向けた対策を推進する。

・ 総合的な暴力団対策の推進 150（ 166）

総合的な暴力団対策を強化するため、暴力団犯罪における客観的証拠収

集力や保護対策の強化に必要な資機材の整備等を実施

・ 危険ドラッグを含む総合的な薬物事犯対策の推進

1,069（ 361）

政府を挙げて取り組むべき重要な課題となっている危険ドラッグや規制

薬物の所持・使用事犯に係る捜査を的確に行うための資機材の整備等を実

施

・ 来日外国人犯罪対策の推進 1,659（ 1,685）

犯罪のグローバル化に対応するため、ＩＣＰＯを通じた国際協力、ＰＣ

ＳＣ協定の運用開始に向けた調査等を実施

・ 犯罪収益移転防止対策の推進 47（ 58）

犯罪収益移転防止対策を効果的に推進するため、諸外国のマネー・ロー

ンダリング対策に関する調査・研究等を実施
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〔単位：百万円〕

第５ 生活の安全を脅かす犯罪対策の推進 3,496（ 3,612）

刑法犯認知件数は減少しているものの、ストーカー・ＤＶ、特殊詐
欺や児童虐待を始めとした女性、高齢者や子供がその被害に遭う犯罪
や、国民に大きな不安を与える凶悪事件が発生するなど、国民の治安
に対する不安は解消したとは言えないことから、安全で安心な国民生
活を確保するための施策を推進する。

・ 子供や女性を犯罪から守るための施策の推進 580（ 601）

ストーカー事案、配偶者からの暴力事案等及び児童虐待の人身安全関連

事案に対処するための施策を推進するほか、少年の非行防止に向けた関係

機関・地域住民等との連携による諸対策を実施

・ 特殊詐欺対策の推進 103（ 118）

振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺の主な被害者層である高齢者に対す

る直接的な防犯指導・注意喚起等を実施するとともに、犯行グループの実

態解明等を推進

・ 犯罪被害者への支援 2,260（ 2,313）

「第３次犯罪被害者等基本計画（仮称）」を踏まえた犯罪被害給付制度

の運用、民間被害者支援団体との連携等を実施するほか、国外犯罪被害者

の遺族等に対する弔慰金等の支給を実施
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〔単位：百万円〕

第６ 安全かつ快適な交通の確保 20,595（ 20,184）

（うち要望 2,289）

飲酒運転、無免許運転等により多くの尊い命が犠牲となるなど、交
通事故情勢は依然として厳しい状況にあり、また、交通渋滞が国民に
多大な経済損失を与えるとともに、交通公害や地球温暖化の主な要因
の一つとなっていることから、交通の安全を確保するための諸施策を
推進するほか、快適な交通を確保するため、円滑な交通環境の整備等
の対策を推進する。

・ 安全・円滑な交通環境の整備 18,808（ 18,392）

交通事故の抑止及び道路交通の円滑化に必要な交通安全施設等を整備

・ 交通指導取締り・事故事件捜査力の充実 1,648（ 1,652）

交通事故抑止に向け、交通指導取締りや交通事故事件捜査を推進するた

めの資機材を整備

・ 交通安全施策の高度化の推進 108（ 112）

各種交通安全施策の手法や内容の高度化を図るための調査研究等を実施
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〔単位：百万円〕

第７ 警察基盤の充実強化 42,384（ 33,405）

（うち要望 17,457）

依然として厳しい治安情勢に的確に対処するため、人的基盤の強化
を図るとともに、装備資機材・警察施設の整備、警察活動基盤を充実
強化するための施策等を推進する。

１ 人的基盤の充実強化 670（ 460）

・ 地方警察官の増員 増員数 994人

・ 国家公務員の増員 増員数 172人

２ 装備資機材・警察施設の整備充実 41,714（ 32,945）

・ 現場執行力の強化 12,797（ 9,431）

警察活動を迅速かつ的確に行うため、警察用車両・航空機及び装備資機

材を整備

・ 警察情報通信基盤の整備充実 10,442（ 5,835）

１１０番通報に迅速かつ的確に対応するため、通信指令システム、警察

移動無線通信システム及び新設警察署等の通信機器等を整備

・ 警察活動の拠点施設の整備 17,110（ 15,948）

警察活動の拠点となる警察本部、警察署等を整備するとともに、機動隊

庁舎、警察学校等の建設・修繕を実施



- 11 -

〔単位：百万円〕

第８ 東日本大震災からの復旧・復興の支援 1,486（ 1,964）

未曾有の被害をもたらした東日本大震災に対し、原子力災害への対
応等の災害警備活動を継続するなど、被災地の安全を確保するための
支援を実施する。

・ 災害警備活動の実施 725（ 763）

福島第一原子力発電所周辺地域において、パトロールその他の災害警備

活動を実施

・ 災害復旧事業の実施 209（ 747）

被災した警察施設の復旧を実施

・ 被災地の安全確保に向けた取組の推進 552（ 454）

防災機能の維持のため、被災地の警察施設の移転に伴う建替、交通安全

施設及び警察施設の建替に伴う通信機器の整備
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警 察 庁

平成２８年度機構改正要求

１ 政令事項［新設２項目］

○ 長官官房審議官（犯罪被害者支援担当）

○ 長官官房参事官（犯罪被害者支援担当）

２ 府令事項［新設７項目］

○ 生活安全企画課 ストーカー対策推進室

○ 情報技術犯罪対策課 官民連携推進官

○ 刑事企画課 捜査手法企画室

○ 運転免許課 安全運転支援室

○ 公安課 国際公安情報対策室

○ 外事課 外事情報調整室

○ 情報管理課 情報セキュリティ対策官
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警 察 庁

平成２８年度地方警察官の増員要求について

１ 増員構想

最近の治安情勢は、刑法犯認知件数が減少するなど改善傾向にある

ものの、ストーカー・ＤＶ事案や特殊詐欺を始めとする女性や高齢者

が被害に遭う犯罪が増加しているほか、サイバー空間や国際テロの脅

威に直面するなど、依然として厳しい情勢にある。

また、我が国を取り巻く国際情勢の変化への的確な対応を図るとと

もに、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向

けて、警察の事態対処能力を強化することが必要となっている。

これらの情勢を踏まえ、徹底した合理化・再配置の取組を行っても

なお既存の人員で対処し難い緊急の課題に的確に対処するため、

地方警察官の増員を図る必要がある。

２ 増員要求数

９９４人

３ 増員要求項目

○ 人身安全関連事案対策の強化（５１５人）

○ 特殊詐欺対策の強化（１６４人）

○ 我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事態対処能力

の強化（３１５人）
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警 察 庁

平成２８年度警察庁職員の増員要求について

１ 増員構想

最近の治安情勢については、2020年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会を控え、邦人が犠牲者となるテロ事案の発生やサイバ

ー犯罪・サイバー攻撃の脅威の更なる深刻化等、新たな治安上の課

題に直面しているところ、国の治安機関として警察庁が緊急に対処

すべき課題が増大していることを踏まえ、これらの課題に的確に対

処するため、人件費の抑制に配慮の上、所要の増員を図る必要がある。

２ 増員要求数

172人

３ 増員要求項目

○ 国際テロ対策の強化

○ サイバー空間の脅威への対処能力の強化

○ 重要犯罪等の検挙に向けた捜査力の強化

○ 生活の安全を脅かす犯罪対策等の推進
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警 察 庁

平成28年度税制改正要望

要望項目

自動車教習所業を営む者が、専ら自動車の運転に関する技能の教習

の用に供する貨物自動車で車両総重量が3.5トン以上のもの（以下「教

習用貨物自動車」という。）を取得した場合に、初年度30％の特別償却

又は７％の税額控除を受けることを可能とするため、教習用貨物自動

車を特別償却等の対象資産とするよう要望するもの。

参考

第189回国会で成立した道路交通法の一部を改正する法律（平成27年

法律第40号）により、18歳で取得可能な車両総重量3.5トン以上7.5ト

ン未満の自動車を運転するための準中型自動車免許が創設された。


